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募集株式の払込金額及びブックビルディングの仮条件決定のお知らせ 

 

平成29年６月８日開催の当社取締役会において決議いたしました募集株式発行等につきましては、

募集株式の払込金額等が未定でありましたが、平成29年６月 21日開催の当社取締役会において、下

記のとおり決定いたしましたので、お知らせ申し上げます。 

 

記 

 

１．公募による募集株式発行の件 

(1) 募 集 株 式 の 払 込 金 額  １株につき   金 918円 

（ただし、引受価額が払込金額を下回る場合は、当該募集株

式発行を中止する。） 

(2) 募集株式の払込金額の総額  376,380,000円 

(3) 仮 条 件  １株につき1,080円から1,200円 

(4) 仮 条 件 の 決 定 理 由 等   

仮条件は、当社の事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性が高い上場会社との

比較、価格算定能力が高いと推定される機関投資家等の意見及び需要見通し、現在の株式市場

の状況、最近の新規上場株の株式市場における評価並びに上場日までの期間における価格変動

リスク等を総合的に勘案して決定いたしました。 

 

 

２．第三者割当増資による募集株式発行の件 

(1) 募 集 株 式 の 払 込 金 額  １株につき   金 918円 

(2) 募集株式の払込金額の総額  320,014,800円 
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３．指定販売先への売付け（親引け） 

当社が三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社（以下、「主幹事会社」という。）に対し、

売付けることを要請している指定販売先（以下、「親引け先」という。）の状況等について以下のと

おりお知らせ申し上げます。 

 

(1) 親引け先の状況等  

① 親引け先の概要 ソウルドアウト従業員持株会（理事長 辻雅彦） 

東京都千代田区神田駿河台三丁目４番地 

② 当社との関係 当社の従業員持株会であります。 

③ 親引け先の選定理由 当社の従業員の福利厚生のためであります。 

④ 
親引けしようとする株券等の数 

20,000 株を上限として、公募増資等の価格等とあわ

せて平成29年６月30日に決定する予定であります。 

⑤ 親引け先の株券等の保有方針 長期保有の見込みであります。 

⑥ 
払込みに要する資金等の状況 

当社は、払込みに要する資金として、従業員持株会に

おける積立て資金の存在を確認しております。 

⑦ 親引け予定先の実態 当社の従業員で構成する従業員持株会であります。 

 

(2) 株券等の譲渡制限   

主幹事会社は、日本証券業協会の定める「株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分に

関する規則」第２条第２項に基づき、当社が指定する販売先への売付け（親引け）として、売

付ける株式数を対象として、上場日（株式受渡期日。当日を含む）後180日目（平成30年１月

７日）までの期間（以下、「本確約期間」という。）継続して保有すること等の確約を、親引け

先から書面により取り付けます。なお、親引け先は、本確約期間終了後には売却等が可能とな

りますが、当該取引が行われた場合には、当社普通株式の市場価格に影響が及ぶ可能性があり

ます。また、主幹事会社は本確約期間中であっても、その裁量で当該合意の内容を全部若しく

は一部につき解除できる権限を有しております。 

 

(3) 販売条件に関する事項   

販売価格は、仮条件等における需要状況等を勘案した上で決定する募集株式発行等の発行条

件と同一となります。 
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(4) 親引け後の大株主の状況   

氏名又は名称 住所 
所 有 株 式 数

（株） 

株式総数に

対する所有

株式数の割

合（％） 

公募による

新株式発行

及び引受人

の買取引受

による株式

売出し後の

株式総数に

対する所有

株式数（株） 

公募による

新株式発行

及び引受人

の買取引受

による株式

売出し後の

株式総数に

対する所有

株式数の割

合（％） 

株式会社オプ

トホールディ

ング 

東京都千代田区四

番町６ 東急番町

ビル 

5,914,080 60.64 5,914,080 58.20 

ヤフー株式会

社 

東京都千代田区紀

尾井町１番３号 

東京ガーデンテラ

ス紀尾井町 

紀尾井タワー 

2,965,920 30.41 1,051,920 10.35 

荻原 猛 東京都文京区 
444,000 

(444,000) 

4.55 

(4.55) 

444,000 

(444,000) 

4.37 

(4.37) 

山家 秀一 東京都葛飾区 
88,800 

(88,800) 

0.91 

(0.91) 

88,800 

(88,800) 

0.87 

(0.87) 

池村 公男 東京都中央区 
44,400 

(44,400) 

0.46 

(0.46) 

44,400 

(44,400) 

0.44 

(0.44) 

ソウルドアウ

ト従業員持株

会 

東京都千代田区神

田駿河台三丁目４

番地 

― ― 20,000 0.20 

山中 仁史 東京都中野区 
10,700 

(10,700) 

0.11 

(0.11) 

10,700 

(10,700) 

0.11 

(0.11) 

長谷川 智史 東京都江東区 
10,400 

(10,400) 

0.11 

(0.11) 

10,400 

(10,400) 

0.10 

(0.10) 

林 康頼 東京都目黒区 
10,300 

(10,300) 

0.11 

(0.11) 

10,300 

(10,300) 

0.10 

(0.10) 

細井 康平 東京都世田谷区 
10,300 

(10,300) 

0.11 

(0.11) 

10,300 

(10,300) 

0.10 

(0.10) 

長澤 一雅 
神奈川県横浜市磯

子区 

10,300 

(10,300) 

0.11 

(0.11) 

10,300 

(10,300) 

0.10 

(0.10) 

伊藤 雄剛 東京都杉並区 
10,300 

(10,300) 

0.11 

(0.11) 

10,300 

(10,300) 

0.10 

(0.10) 

計 ― 
9,519,500 

(639,500) 

97.61 

(6.56) 

7,625,500 

(639,500) 

75.04 

(6.29) 

（注） １． 所有株式数及び株式総数に対する所有株式数の割合は、平成 29 年６月８日時点の

ものです。 
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 ２． 公募による新株式発行及び引受人の買取引受による株式売出し後の所有株式数並

びに公募による新株式発行及び引受人の買取引受による株式売出し後の株式総数

に対する所有株式数の割合は、平成 29 年６月８日現在の所有株式数及び株式総数

に、公募による新株式発行、引受人の買取引受による株式売出し及び親引け（20,000

株を上限として算出）を勘案した場合の株式数及び割合になります。 

 ３． 株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しています。 

 ４． （ ）内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数です。 

 

 

(5) 株式併合等の予定の有無及び内容 

該当事項はありません。 

 

(6) その他参考となる事項   

該当事項はありません。 

 

以  上 
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[ご参考] 

公募による募集株式発行及び株式売出しの概要 

1. 募集株式の数及び売出株式数   

 募 集 株 式 の 数  当社普通株式  410,000株 

 売 出 株 式 数  ①引受人の買取引受による売出し 

 当社普通株式         1,914,000株 

②オーバーアロットメントによる売出し(※)   

 当社普通株式         上限 348,600株 

2. 需 要 の 申 告 期 間  平成29年６月23日（金曜日）から 

平成29年６月29日（木曜日）まで 

3. 価 格 決 定 日  平成29年６月30日（金曜日） 

（発行価格及び売出価格は、募集株式の払込金額以上の価

格で、仮条件における需要状況等を勘案した上で決定す

る。） 

4. 

 

申 込 期 間  平成29年７月４日（火曜日）から 

平成29年７月７日（金曜日）まで 

5. 払 込 期 日  平成29年７月11日（火曜日） 

6. 株 式 受 渡 期 日  平成29年７月12日（水曜日） 

 

(※)オーバーアロットメントによる売出しについて 

上記のオーバーアロットメントによる売出しは、公募による募集株式発行及び引受人の買取引受

による売出しに伴い、その需要状況を勘案し、主幹事会社が行う売出しであります。したがって、

上記のオーバーアロットメントによる売出しに係る売出株式数は上限株式数を示したものであり、

需要状況により減少又は中止される場合があります。 

オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、主幹事会社が当社株主で

ある株式会社オプトホールディング（以下、「貸株人」という。）から借入れる株式であります。

これに関連して、当社は、平成29年６月８日開催の取締役会において、主幹事会社を割当先とす

る当社普通株式348,600株の第三者割当増資（以下、「本件第三者割当増資」という。）の決議を行

っております。 

また、主幹事会社は、平成29年７月12日から平成29年８月１日までの間、貸株人から借入れる株

式の返却を目的として、東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る売出

株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下、「シンジケートカバー取引」という。）を行う

場合があります。  

主幹事会社は、上記シンジケートカバー取引により取得した株式について、当該株式数について

は、割当てに応じない予定でありますので、その場合には本件第三者割当増資における発行数の全

部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的は

発行数が減少する、又は発行そのものが全く行われない場合があります。また、シンジケートカバ

ー取引期間内においても、主幹事会社の判断で、シンジケートカバー取引を全く行わないか又は上

限株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。 

  

 
以上 


